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宮崎県都城市松元町３街区20号
ホテル中山荘場所

日時 2022年９月28日（水曜日）
午前10時（受付開始 午前９時予定）第58回

定時株主総会
招集ご通知

決議事項

2022年９月27日（火曜日）
午後６時30分まで

議決権行使期限

株式会社

【重要なお知らせ】
新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、議決権の行使は極力書面によりご返送いた
だき、株主総会当日のご来場は当日の健康状態にかかわらず、お控えいただきますようお願
い申し上げます。

第１号議案 剰余金の処分の件

第３号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 定款一部変更の件
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（証券コード 7636）
2022年９月６日

株 主 各 位
宮崎県都城市吉尾町2080番地
株式会社
代表取締役社長 大 薗 誠 司

第58回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第58回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。株

主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、当日のご出席に代え
て、極力書面により事前に議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。
つきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類（35頁から39頁）をご検討のうえ、同

封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年９月27日（火曜日）午後６時30分ま
でに到着するようご送付のほどお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年９月28日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時予定）
2. 場 所 宮崎県都城市松元町３街区20号

ホテル 中山荘
3. 会議の目的事項
報告事項 第58期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役７名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）１．当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。
２．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、当社
ホームページ（http://www.handsman.co.jp/）に掲載することにより、お知らせいた
します。
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（添付書類 当社は連結対象会社がないため連結計算書類は作成しておりません。）

事 業 報 告
（ 2021

2022
年
年
７
６
月
月
１
30
日
日
から
まで）

Ⅰ．会社の現況に関する事項
1．事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワ
クチン接種の普及により一時持ち直しの動きが見られたものの、年明け以降は新たな変異株
の出現により、経済活動は一進一退を繰り返す状況が続きました。さらに、資源価格や原材
料価格の高騰、円安の進行による物価上昇も加わり、個人消費を取り巻く環境は一段と厳し
さを増し、先行きも不透明な状況にあります。
このような環境の中、当社はお客様と従業員の安全を最優先に考えた店舗運営に取り組み
ながら、これまで同様「お客様の声」をもとにした品揃えの拡充と売場改装を推進するとと
もに、売場スタッフのコンサルティング販売能力の向上を目的とした商品取扱実技研修会を
定期的に開催するなど、より多くのお客様に喜ばれ、お役に立てる施策を継続的に実践して
おります。また、2023年秋にオープン予定の松原店（大阪府）につきましても、売場作り
や人材確保等、開店へ向けた準備を計画通り順調に進めております。
当事業年度における全店ベースの来店客数は前期比91.8％、客単価は同98.6％となり、
売上高は同90.6％の308億60百万円となりました。前期はコロナ禍を背景とする巣ごもり
消費や感染対策用品の需要の高まり、さらには大型台風の接近に備えた防災用品の需要の高
まりにより売上が大きく伸びていたことから、当期はその反動があったことが大きく影響し
ております。また、下期においては新型コロナウイルス感染症の世界的な広がりにより、当
社で取り扱う商品の生産国における都市封鎖の影響を受け、あらゆる部門で商品の一部に入
荷遅れや廃番による欠品が生じ、多くの機会損失が発生しました。さらには、ウクライナ情
勢を背景とする資源高や円安等により商品価格が上昇していることが消費者の買い控えにつ
ながっており、これらも減収の要因となりました。
利益につきましては、売上総利益率が前期比0.4ポイント伸長の32.0％となり、また、販
売費及び一般管理費は人材派遣費用の減少等により前期比95.9％の78億52百万円となりま
したが、売上の反動減の影響が大きく、営業利益は同78.2％の20億10百万円、経常利益は
同78.2％の22億25百万円、当期純利益は同75.8％の15億23百万円となりました。

（注）当社は営業開始後13ヵ月経過した店舗を既存店、13ヵ月未満の店舗を新店と定義しており、当事業
年度においては全11店舗が既存店となることから、来店客数・客単価・売上高の各数値は全店（既存
店）の数値となります。
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部門別の業績は次のとおりであります。 （単位：百万円）

部門別
第 57 期

（2021年６月期）
第58期（当事業年度）
（2022年６月期） 増 減 額 前 期 比

金 額 構成比 金 額 構成比
ＤＩＹ用品
ホビー・木製品、建材、手工具、
電動工具、金物、塗料、接着剤、
園芸資材、薬剤肥料・用土、植物、
エクステリア用品、石材

19,495 57.2％ 17,883 57.9％ △1,611 91.7％

家庭用品
家庭用品、日用品、インテリア用
品、電気資材用品、収納用品、住
宅設備用品、季節用品

10,294 30.2％ 9,068 29.4％ △1,226 88.1％

カー・レジャー用品
カー用品、アウトドア用品、ペッ
ト用品、文具

4,277 12.6％ 3,908 12.7％ △369 91.4％

合 計 34,068 100.0％ 30,860 100.0％ △3,207 90.6％

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

2. 設備投資の状況
当事業年度における設備投資の総額は10億92百万円で、その主なものは松原店の出店へ

向けた設備投資や既存店の省エネを目的とした設備改修、システム投資等であります。

3. 資金調達の状況
特記すべき事項はありません。
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4. 財産及び損益の状況

区 分 第 55 期
（2019年６月期）

第 56 期
（2020年６月期）

第 57 期
（2021年６月期）

第58期（当事業年度）
（2022年６月期）

売 上 高 （百万円） 31,209 31,163 34,068 30,860
経 常 利 益 （百万円） 2,299 2,406 2,846 2,225
当 期 純 利 益 （百万円） 1,540 1,642 2,009 1,523
１株当たり当期純利益 107円77銭 115円14銭 141円54銭 107円81銭
純 資 産 （百万円） 12,866 14,036 15,682 16,493
総 資 産 （百万円） 18,022 19,053 20,330 20,737
（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数（自己株式数を控除した株式数）により算出しております。

5. 対処すべき課題
当社の対処すべき課題は、豊富な品揃えと従業員の人材育成を強化することでお客様の満

足度の向上を図るとともに、新規出店による店舗網の拡大を図り、より多くのステークホル
ダーの皆様に喜んで頂くことです。
当社は接客を重視しており、従業員の質の向上なくしてお客様が本当に望むサービスの提

供はありえないと考えております。そのために定期的な研修会の実施や接客レベルに対する
職能考課の実施、ＤＩＹアドバイザー資格取得の奨励等、能力主義人事を推奨し従業員の質
の向上を目指しております。
11年ぶりの新規出店となる大阪松原店につきましては、資材調達期間の長期化等により

当初予定より建築開始時期が遅れたものの、本年６月に無事着工し、2023年秋のオープン
に向け全社員一丸となって、万全の体制で準備を進めております。また、更なる成長に向
け、関西２号店となる土地情報の収集も進めており、近畿地方はもとより中部・関東地方へ
の進出に向け、今後も優良物件を厳選して店舗開発を進め、各種経営指標の更なる向上を図
り株主還元に繋げてまいります。
感染拡大を繰り返す新型コロナウイルスにつきましては、地域住民の皆様の暮らしを支え

る企業として社会的役割を果たすべく、お客様ならびに従業員の安全と感染拡大防止を最優
先に考え、引き続きガイドラインに沿った店舗運営に取り組み、刻々と変化する状況に対し
迅速かつ適切に対策を講じて参ります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し

上げます。
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6. 主要な事業内容
ＤＩＹホームセンター ＤＩＹ関連用品の販売

7. 主要な事業所
本 部 宮崎県都城市
店 舗 宮崎県 ４店舗 吉 尾 店（都城市）

加 納 店（宮崎市）
新 名 爪 店（宮崎市）
柳 丸 店（宮崎市）

鹿児島県 ２店舗 国 分 店（霧島市）
宇 宿 店（鹿児島市）

熊本県 ２店舗 画 図 店（熊本市東区）
菊 陽 店（菊池郡菊陽町）

大分県 １店舗 わ さ だ 店（大分市）
福岡県 ２店舗 大 野 城 店（大野城市）

く さ み 店（北九州市小倉南区）

8. 従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

186名 ５名増 46.9歳 16.3年
（注）上記従業員数には、地域限定正社員804名（期中平均人員、前期比37名増）、嘱託社員70名（期中平均

人員、前期比５名増）及びパート・アルバイト122名（1日8時間換算期中平均人員、前期比１名増）は
含まれておりません。

9. 主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 金 残 高

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 240百万円

10. その他会社の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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Ⅱ．会社の状況に関する事項
1. 株式に関する事項（2022年６月30日時点）
（1）発行可能株式総数 30,984,000株
（2）発行済株式の総数 14,509,800株（自己株式 464,600株）
（3）株 主 数 2,160名
（4）大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
有 限 会 社 ガ ー デ ン ビ ル 1,938,960株 13.64％
ハ ン ズ マ ン 社 員 持 株 会 1,477,742株 10.39％
野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社
（投 信 口） 958,500株 6.74％

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 701,000株 4.93％
Ｂ Ｂ Ｈ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ
ＰＵＲＩＴＡＮ ＴＲ：ＦＩＤＥＬＩＴＹ
Ｓ Ｒ Ｉ Ｎ Ｔ Ｒ Ｉ Ｎ Ｓ Ｉ Ｃ
ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ ＦＵＮＤ

567,943株 3.99％

大 薗 誠 司 420,870株 2.96％
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 324,000株 2.28％
株 式 会 社 ラ イ フ 建 築 設 計 事 務 所 300,000株 2.11％
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ
ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＬＩＥＮＴ
ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＯＭ02
505002

300,000株 2.11％

大 薗 正 忠 261,322株 1.83％
（注）持株比率は自己株式（464,600株）のうち、従業員持株ＥＳＯＰ信託口所有自己株式（164,400株）を

除く、当社所有自己株式（300,200株）を控除して計算しております。また、当社所有自己株式
（300,200株）につきましては、上記大株主から除いております。

（5）その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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2. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役に関する事項
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 大 薗 誠 司 内部監査室長
専 務 取 締 役 大 薗 正 忠 商品部長
常 務 取 締 役 田 上 秀 樹 経営企画室長兼経理部長
取 締 役 安 藤 俊 博
取 締 役 緒 方 秀 明 店舗運営部長兼人事部長
取 締 役 戸 田 勝 久 店舗開発部長兼総務部長
取 締 役 土 持 寿 翁 土持産業株式会社代表取締役会長
取 締 役 加 納 昭
常 勤 監 査 役 曽 木 重 和

監 査 役 島 津 久 友 島津山林株式会社代表取締役社長
株式会社宮崎銀行社外取締役（監査等委員）

監 査 役 永 野 修 一 郎 永野修一郎司法書士事務所代表
監 査 役 塩 月 光 夫 宮崎瓦斯株式会社相談役
（注）１．取締役土持寿翁及び取締役加納昭の両氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．常勤監査役曽木重和、監査役島津久友、監査役永野修一郎及び監査役塩月光夫の各氏は会社法第２条
第16号に定める社外監査役であります。

３．当社は、取締役土持寿翁、取締役加納昭、常勤監査役曽木重和、監査役島津久友、監査役永野修一郎
及び監査役塩月光夫の各氏を、東京証券取引所の定める独立役員として指定し、届け出ております。

４．2022年8月１日付で次のとおり異動がありました。

氏 名
地 位 及 び 担 当 の 状 況

変 更 前 変 更 後
大 薗 正 忠 専務取締役 商品部長 専務取締役

（2）当事業年度における取締役および監査役の報酬等
① 取締役および監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
イ．基本方針
当社の取締役の役員報酬は、固定報酬である月額報酬と毎期の実績に応じて支給される

業績連動報酬（賞与）で構成し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各役位、職責、在
任年数および当社の業績等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし、取締役会に
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て決議しております。また社外取締役の役員報酬は固定報酬である月額報酬のみで構成
し、業績連動報酬（賞与）については支給しないこととしております。

ロ.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は月額の固定報酬とし、役位、職責、在任年数および他社水
準、当社の業績、社員給与とのバランス等を考慮しながら、これらを総合的に勘案して決
定することとしております。
監査役の個人別の報酬等につきましては監査役の協議により決定しております。

ハ.業績連動報酬等の内容および額の算定方法の決定に関する方針
当社の業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、その指標
を最も客観的な指標である利益の実績値（営業利益20億10百万円・経常利益22億25百
万円）の達成度合に応じた額を賞与として、毎年一定の時期に金銭により支給しておりま
す。目標利益の値は、前期末において策定した計画値（営業利益20億76百万円・経常利
益23億07百万円）を使用しております。固定報酬と業績連動報酬の構成割合の目安は、
85：15（目標とする指標を100％達成した場合）としております。

② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額については、2008年９月26日開催の第44回定時株主総会におい

て年額２億円以内（決議時の員数６名）と決議しております。
監査役の報酬限度額については、1996年９月２日開催の第32回定時株主総会において

年額２千万円以内（決議時の員数１名）と決議しております。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
個人別の報酬額の具体的内容の決定については、取締役会決議に基づき代表取締役社長

（内部監査室長）大薗誠司が委任を受けるものとしております。この権限を委任した理由
は、代表取締役社長は当社業務全体を総括し各個人ごとの業務内容に精通しており、業績
を俯瞰しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役社長が最も適任であると考えられるた
めです。代表取締役社長は各個人との個別面談等を実施したうえで貢献度などを判断し、
取締役会で決議された報酬方針による額をもとに最終決定しており、個人別の報酬等の内
容が当該方針に沿うものであると判断しております。

2022年08月23日 10時03分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 9 ―

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額
役員区分 支給人員 報酬等の総額 基本報酬 業績連動報酬

取締役（社外取締役を除く） 6名 173百万円 156百万円 16百万円
社外取締役 2名 3百万円 3百万円 ―
社外監査役 4名 15百万円 14百万円 0百万円

合 計 12名 192百万円 175百万円 17百万円

（3）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先と当社との関係
社外取締役土持寿翁氏の兼職先と当社との間には、商品仕入れの営業取引及び不動産賃

借取引があります。
社外監査役島津久友氏、社外監査役永野修一郎氏及び社外監査役塩月光夫氏の兼職先と

当社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況
社外取締役 土 持 寿 翁 当事業年度に13回開催した取締役会すべてに出席され、議案審議及

び会社経営等に関し、企業経営者としての経験、識見をもとに適切
な意見および客観的な視点での指導、監督をいただいております。

加 納 昭 当事業年度に13回開催した取締役会すべてに出席され、議案審議及
び会社経営等に関し、企業経営者としての経験、識見をもとに適切
な意見および客観的な視点での指導、監督をいただいております。

区 分 氏 名 主な活動状況
社外監査役 曽 木 重 和 常勤監査役として本部に常駐し、当事業年度に13回開催した取締役

会及び７回開催した監査役会すべてに出席され、幅広い視野と経験
をもとに適宜発言されております。

島 津 久 友 当事業年度に13回開催した取締役会に12回及び７回開催した監査役
会に６回出席され、企業経営者としての経験、識見をもとに適宜発
言されております。

永 野 修一郎 当事業年度に13回開催した取締役会及び７回開催した監査役会すべ
てに出席され、司法書士としての経験、識見をもとに適宜発言され
ております。

塩 月 光 夫 当事業年度に13回開催した取締役会及び７回開催した監査役会すべ
てに出席され、企業経営者としての経験、識見をもとに適宜発言さ
れております。
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(4) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は当社取締役および監査役を被保険者として、会社が保険料を全額負担し、保険会

社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており
ます。当該保険契約では、被保険者が当社の役員として行った業務遂行に起因して、損害
賠償請求がなされたことによって負担する損害（法律上の損害賠償金および争訟費用）を
補填することとしております。会社役員の職務の適正性が損なわれないための措置とし
て、被保険者の故意、犯罪行為、違法な利益供与等による損害賠償請求に対しては、補填
の対象とされない旨の免責条項が付されております。
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3. 会計監査人の状況
（1）名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 21百万円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬の額を区分しておりませんので、金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を含めてお
ります。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
前期監査実績の分析・評価、新事業年度における監査計画などを確認し、検討した結果、会計監査
人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監
査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任若しくは不再任の

決定を行います。
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Ⅲ．会社の体制及び方針
1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制
当社の企業理念は「お客様第一主義」であり、ホームセンター事業を通して、「住まいと

暮らしに関するお客様の要望をすべて満たす」ことを経営の基本方針としております。ま
た、この使命を果たし、お客様に喜ばれることが当社の安定的な成長を実現し、株主、取引
先、従業員を含むすべてのステークホルダーに喜ばれる企業価値の向上に資すると確信して
おります。
以上の企業理念のもと、当社取締役会は内部統制システムの基本方針について以下のよう

に定めております。
（1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業の存続・発展のためには法令及び定款遵守が責務であることを認識し、こ
れを活動の規範とし、各部が主体となって各研修会で法令、定款及び社内諸規程研修を実
施することとする。遵守状況の点検は、社長直轄の内部監査室が定期的に実施する内部監
査にて法令、定款及び社内諸規程に沿った適正、効率的な業務運営がなされているかの状
況を監査し、その結果については社長、監査役及び関係部署へ報告する。業務運営上疑義
が生じた場合には、顧問弁護士、顧問司法書士に相談・確認を行い、法令及び定款の遵守
を優先し判断することとする。また、取締役及び監査役は定期的に店舗を巡回し、直接売
場担当者からヒアリングを行い、営業現場の情報収集に努め、問題点や疑義のある事項に
ついては速やかに内部監査室長及び監査役会に報告することとする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、意思決定機関としての取締役会及び経営会議の各会議体の議事録、職務権限規

程に基づき決裁した稟議書及び職務遂行上の文書等はその内容を適正に記録し、法令及び
社内の「文書管理規程」に基づき総務部が一括して定められた期間保存する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、損失の危険の予防策として部署ごとに部署特有のリスクを想定し、各規程を設

け、必要に応じ業務通達を発信し、規程及び業務通達の遵守と確認を内部監査室が担当
し、遵守の徹底と予防を図ることとする。
また、新たに想定される業務上のリスクについては毎週開催の業務執行確認会議（月曜

会：取締役、監査役及び部長出席）、その他突発的リスクについては月曜会メンバーを臨
時招集し方針及び施策の検討を早急に行い、対策を実行することとする。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、中長期ビジョンを掲げ当社の目指す方向を明示し、中期経営計画、単年度事業

計画を策定し、取締役及び全従業員に周知徹底するとともに、経営計画の進捗状況及び課
題確認の会議体として、業務執行確認会議（月曜会：毎週開催）と経営会議（月１回開
催）を開催し、業務執行状況の確認と課題の解決方針を決定・確認し、職務遂行の迅速化
と効率化を図ることとする。

（5）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を、監査役の要請に基づき業務補助を行うに

必要な知識・能力を有することを確認し、監査役の同意を得たうえで人選し、その必要な
期間だけ業務補助者を配置することとする。

（6）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
前項の使用人の監査役の職務を補助すべき期間の指揮命令権は監査役の専権事項とし、

取締役の指揮命令は受けないこととする。
監査役の業務補助者が補助を行った期間の業務遂行能力等は監査役からフィードバック

を受け、考課及び異動については、監査役の意見・同意を得ることとする。
（7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
取締役及び使用人が、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び法令・定款違反に

抵触又は抵触する恐れのある事項を認知した場合は、社長への報告と同時に監査役へも報
告するものとする。
監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを行うことを禁

止し、社内において周知徹底する。
当社は、監査役と内部監査室との相互連絡体制構築は勿論のこと、監査役が会計監査人

の会計監査等の報告を聞く機会及び意見を求める機会を作り、会計監査人との緊密な関係
構築にも努めるものとする。

（8）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行の状況を確認するため取締役会のほか、

経営会議、業務執行確認会議（月曜会）の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議
書、業務通達、その他重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求め
ることとする。
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（9）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が職務を執行するために生ずる費用等の支払のため毎年一定額の予算を設けるこ

ととする。
（10）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法の定めに従い内部統制の構築、評価及び報告に関し適切な運営
を図ることとし、内部統制委員会が継続的に評価方法の見直しを行い、内部統制の再構築
に努め、財務報告の信頼性と適正性を確保するものとする。

（11）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを基

本方針とし、反社会的勢力への対処については、警察等外部機関と緊密に連携し情報収集
を行うとともに、従業員教育を定期的に実施し、反社会的勢力の威嚇に屈しない、関係を
持たないことを徹底させ、反社会的勢力排除の体制の整備に努めるものとする。

2. 業務の適正性を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記内部統制システムの基本方針に基づき、各業務の適正性を確保するための取

り組みを以下のとおり行っております。
（1）当社は、経営課題の把握と解決に向けての対応方針の決定さらには情報の共有化を図る
ため、各部部長、取締役、監査役全員が出席する経営会議を毎月開催するとともに、ここ
で決定した事項に対する業務執行状況の確認を行うための業務執行確認会議（月曜会）を
同メンバーで毎週開催しております。

（2）内部監査室が実施する業務監査結果及び監査役が実施する監査役監査結果は内部監査室
と監査役会の情報共有に留めず全取締役ならびに各部の全部長がその情報を共有し、業務
執行状況の不備・適正性の状況の把握と改善に努めております。

（3）コンプライアンスに対する意識を高めるため、総務部、内部監査室が中心となり、管理
職クラスの従業員に対し、内部統制システムの重要性に関する定期的な研修を行っており
ます。

3. 株式会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額及び持株比率は単位未満の端数を切り捨て、その他の比率は単位未満を四捨五

入しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年6月30日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 10,051 流 動 負 債 3,581
現 金 及 び 預 金 3,358 買 掛 金 1,871
売 掛 金 444 １年内返済予定の長期借入金 160
商 品 6,006 リ ー ス 債 務 31
貯 蔵 品 37 未 払 金 280
前 渡 金 6 未 払 費 用 645
前 払 費 用 88 未 払 法 人 税 等 288
そ の 他 108 預 り 金 82

固 定 資 産 10,686 そ の 他 222
有 形 固 定 資 産 8,445 固 定 負 債 663
建 物 4,816 長 期 借 入 金 80
構 築 物 516 リ ー ス 債 務 82
工 具、 器 具 及 び 備 品 248 資 産 除 去 債 務 405
土 地 2,117 そ の 他 95
リ ー ス 資 産 105 負 債 合 計 4,244
建 設 仮 勘 定 640 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 325 株 主 資 本 16,505
借 地 権 286 資 本 金 1,057
ソ フ ト ウ エ ア 33 資 本 剰 余 金 1,086
そ の 他 5 資 本 準 備 金 1,086

投 資 そ の 他 の 資 産 1,916 利 益 剰 余 金 14,998
投 資 有 価 証 券 41 利 益 準 備 金 23
長 期 前 払 費 用 31 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,974
繰 延 税 金 資 産 242 別 途 積 立 金 500
投 資 不 動 産 781 繰 越 利 益 剰 余 金 14,474
そ の 他 818 自 己 株 式 △636
貸 倒 引 当 金 △0 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △12

その他有価証券評価差額金 △12
純 資 産 合 計 16,493

資 産 合 計 20,737 負 債 及 び 純 資 産 合 計 20,737
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損 益 計 算 書
（ 2021

2022
年
年
７
６
月
月
１
30
日
日
から
まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 30,860
売 上 原 価 20,998
売 上 総 利 益 9,862
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,852
営 業 利 益 2,010
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2
受 取 手 数 料 148
投 資 不 動 産 賃 貸 料 116
そ の 他 の 営 業 外 収 益 8 275

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0
投 資 不 動 産 賃 貸 費 用 41
そ の 他 の 営 業 外 費 用 18 60
経 常 利 益 2,225
税 引 前 当 期 純 利 益 2,225
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 681
法 人 税 等 調 整 額 20 701
当 期 純 利 益 1,523
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株主資本等変動計算書
（ 2021

2022
年
年
７
６
月
月
１
30
日
日
から
まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本
評価・
換算
差額等

純資産
合 計

資本金

資 本
剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合 計

その他
有価証
券評価
差額金

資 本
準備金

利 益
準備金

そ の 他
利益剰余金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

2021年７月１日残高 1,057 1,086 23 500 13,385 △356 15,697 △14 15,682

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △434 △434 △434

当 期 純 利 益 1,523 1,523 1,523

自 己 株 式 の 取 得 △410 △410 △410

自 己 株 式 の 処 分 130 130 130

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

1 1

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 1,088 △280 808 1 810

2022年６月30日残高 1,057 1,086 23 500 14,474 △636 16,505 △12 16,493
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個 別 注 記 表
（ 2021

2022
年
年
７
６
月
月
１
30
日
日
から
まで）

【重要な会計方針】
１．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…………時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商 品……………………………売価還元原価法
（2）貯 蔵 品……………………………最終仕入原価法

なお、評価基準については、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって
おります。

３．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ８ ～ 38年
工具、器具及び備品 ４ ～ 15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。
（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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４．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

５．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。
商品の販売
当社は、DIY用品、家庭用品、カー・レジャー用品等の商品販売を行うホームセンター

事業に従事しており、商品の引渡時点において総額で収益（売上高）を認識しておりま
す。店舗における商品販売については、引渡時点において、商品を顧客に移転すること
により、履行義務が充足されます。また、販売における対価は履行義務の充足時点又は1
年以内に受領しております。

【会計方針の変更に関する注記】
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。収益認識会計基準等の適用による計算書類に与える影響はあり
ません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ
て適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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【追加情報】
（従業員持株ＥＳＯＰ信託）
(1) 取引の概要
当社は、2017年12月25日開催の取締役会において、当社の成長を支える従業員に対する
福利厚生制度をより一層充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与すること
により、当社の業績や株式価値に対する従業員の意識を更に高め、中長期的な企業価値の向
上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の
導入を決議し、2018年２月14日に信託契約を締結しております。
当社が「ハンズマン社員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員の
うち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託締結後５年５ヶ月にわ
たり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得しま
す。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、
株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分
配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消
費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加
負担はありません。
(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は215百万円、株式数
は164,400株であります。
(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は240百万円であります。
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【貸借対照表に関する注記】
１．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産
有 形 固 定 資 産
建 物 2,803 百万円
土 地 1,641 百万円

小 計 4,444 百万円
投資その他の資産
投 資 不 動 産 774 百万円

小 計 774 百万円
合 計 5,218 百万円

(2) 上記に対応する債務
対応する債務の残高はありません。

３．有形固定資産の減価償却累計額
建 物 6,320 百万円
構 築 物 1,112 百万円
工具、器具及び備品 2,014 百万円
リ ー ス 資 産 97 百万円

計 9,544 百万円

４．投資その他の資産の減価償却累計額
投 資 不 動 産 489 百万円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
１．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式の種類及び総数
発行済株式の種類 当事業年度期首株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当事業年度末株式数
普通株式 14,509,800 株 ― ― 14,509,800 株

合 計 14,509,800 株 ― ― 14,509,800 株

３．自己株式の種類及び数
自己株式の種類 当事業年度期首株式数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当事業年度末株式数
普通株式
当社が所有する
自己株式

12,800 株 287,400 株 ― 300,200 株

普通株式
ＥＳＯＰ信託口が
所有する当社株式

264,500 株 ― 100,100 株 164,400 株

合 計 277,300 株 287,400 株 100,100 株 464,600 株
（注）1．当社が所有する自己株式の増加は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引による株式の買付け

によるものであります。
2．ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式の減少は、当社持株会への売渡しによるものであります。
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４．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2021年９月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 434百万円 30円00銭 2021年６月30日 2021年９月30日

（注）「配当金の総額」には、この配当の基準日である2021年６月30日現在でＥＳＯＰ信託口が所有する当社
株式（自己株式）に対する配当金７百万円を含んでおります。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
① 配当金の総額 426百万円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 30円00銭
④ 基準日 2022年６月30日
⑤ 効力発生日 2022年９月29日

（注）「配当金の総額」には、この配当の基準日である2022年６月30日現在でＥＳＯＰ信託口が所有する当社
株式（自己株式）に対する配当金４百万円を含んでおります。
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払賞与 72 百万円
未払事業税 18 百万円
棚卸資産 47 百万円
資産除去債務 123 百万円
その他 41 百万円
繰延税金資産合計 302 百万円
繰延税金負債
有形固定資産（資産除去費用） 60 百万円
繰延税金負債合計 60 百万円
繰延税金資産の純額 242 百万円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】
貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具、事務機器、店舗什器及びソフトウエアの

一部については、リース契約により使用しております。

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、運転資金（主に短期）及び新規
出店等の設備資金（主に長期）は銀行等金融機関からの借入により調達しております。
営業債権である売掛金は、主にお客様がクレジットカード決済を行ったことによるものであ

り、信用度の高いクレジットカード会社を相手先とし、クレジットカード会社ごとの期日管理
及び残高管理を行っております。
投資有価証券は上場株式であり、四半期ごとに時価を把握しております。
営業債務である買掛金は１年以内の支払期日のものであります。
長期借入金は「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の導入に伴うものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額
投資有価証券
その他有価証券 41 41 ―
資産計 41 41 ―

長期借入金（※2） 240 240 0
負債計 240 240 0

（※1）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、記載を省略しております。また、「売掛金」「買掛金」「未払法人税等」は、短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

（※2）1年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
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(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 41 － － 41

資産計 41 － － 41

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
長期借入金 － 240 － 240

負債計 － 240 － 240

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は取引所の価格を用いて評価しております。活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル1の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引くことによって算定しており、レベル２の時価に分類しています。
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【資産除去債務に関する注記】
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要
店舗等土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から31年～38年と見積もり、割引率は0.7%～2.0％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 318 百万円
時の経過による調整額 6 百万円
見積りの変更による増加額 80 百万円
期末残高 405 百万円

４．資産除去債務の見積りの変更
当事業年度において、新店計画の進捗による新たな情報の入手に伴い、店舗等の退去時
に見込まれる原状回復費用の見積りの変更を行っております。
この見積りの変更に伴い、資産除去債務は80百万円増加しております。なお、これに

よる当事業年度の損益に与える影響はありません。
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【賃貸等不動産に関する注記】
当社は宮崎県その他の地域において、賃貸不動産及び遊休不動産を有しております。当事業年

度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は74百万円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費
用は営業外費用に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は次のとおりであり

ます。なお、前事業年度末において遊休不動産であった土地については、当事業年度中に賃貸を
開始したため、賃貸不動産に組替を行っております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額

当事業年度末の時価
当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

賃貸不動産 768 13 781 530

遊休不動産 23 △23 ― ―

（注）1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて
調整を行ったものを含む。）であります。
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【収益認識に関する注記】
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
当事業年度

顧客との契約から生じる収益
ＤIＹ用品 17,883
家庭用品 9,068
カー・レジャー用品 3,908

計 30,860
外部顧客への売上高 30,860

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「【重要な会計方針】 ５. 収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりです。

3．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高

（単位：百万円）
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 429 444
契約負債 8 15
顧客との契約から生じた債権には、顧客が利用したクレジットカード決済により生じ

た売掛金が含まれております。
契約負債は、顧客から受領した手付金（前受金）及び当社が発行している商品券の未

使用部分であります。なお、契約負債は、「流動負債」の「その他」に含めて計上してお
ります。
当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額

に重要性はありません。
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(2）残存履行義務に配分した取引価格
個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 1,174円 28銭
２．１株当たり当期純利益 107円 81銭

（注）ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を「1株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除
する自己株式に含めております（164,400株）。また、「1株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株
式数の計算において控除する自己株式に含めております（211,284株）。
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会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2022年８月17日
株式会社ハンズマン
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
福 岡 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 徹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハンズマンの2021年７月１日か

ら2022年６月30日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検
討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意
を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
2022年８月22日

株式会社ハンズマン
代表取締役社長 大 薗 誠 司 殿

株式会社ハンズマン 監 査 役 会
常勤監査役
（社外監査役） 曽 木 重 和 ㊞
社外監査役 島 津 久 友 ㊞
社外監査役 永 野 修 一 郎 ㊞
社外監査役 塩 月 光 夫 ㊞

当監査役会は、2021年７月１日から2022年６月30日までの第58期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
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さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する配当額の決定を経営上の重要課題の一つと位置づけており、
その決定に当たっては業績と配当性向等を勘案し、安定配当を継続することを基本方針とし
ております。
当事業年度の期末配当につきましては、業績、新店の建設や既存店の改装等設備資金に備

えた内部留保の充実など、経営環境を総合的に勘案し、１株につき30円とさせていただき
たいと存じます。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金30円 総額 426,288,000円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2022年９月29日

第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」(令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改定規定が2022年９月１日に施行されましたので、株主総会資料の電子提供制度導入に備
えるため、次の通り当社定款を変更させていただきたいと存じます。

（1）変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措
置をとる旨を定めるものであります。

（2）変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範
囲を限定するための規定を設けるものであります。

（3）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第14条）は
不要となるため、これを削除するものであります。

（4）上記の新設・削除に伴い、経過措置に関する附則を設けるものであります。
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２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現 行 定 款 変 更 案

(株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に関し、株主

総会参考書類、事業報告および計算書類
に記載または表示すべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で開示するこ
とにより、株主に対して提供したものと
みなすことができる。

（削除）

（新設） (電子提供措置等）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請
求した株主に対して交付する書面に記載し
ないことができる。

（新設） （附則)
1. 2023年２月末日までの日を株主総会の日とす

る株主総会については、変更前定款第14条(株
主総会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）はなお効力を有する。

2. 本附則は、2023年３月１日または前項の株主
総会の日から３ヵ月を経過した日のいずれか遅
い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役７名選任の件
本総会終結の時をもちまして、取締役安藤俊博氏は退任予定であり、その他の現任取締役

７名も本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７名の選任をお
願いしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１ 大 薗 誠
お お ぞ の せ い じ

司
（1969年２月５日生）

1995年４月 当社入社
1995年９月 当社専務取締役
1996年２月 当社専務取締役新名爪店長
1996年10月 当社専務取締役新名爪店長兼加納店長
1997年３月 当社専務取締役経営企画室長
1999年５月 当社専務取締役経営企画室長兼内部監査室長
2006年７月 当社代表取締役社長兼内部監査室長（現任）

420,870株

２ 大 薗 正
お お ぞ の ま さ た だ

忠
（1970年12月11日生）

1994年８月 当社入社
1999年11月 当社商品部長
2004年９月 当社取締役商品部長
2008年５月 当社取締役商品部長兼店舗運営部長
2010年９月 当社常務取締役商品部長兼店舗運営部長
2010年11月 当社常務取締役店舗運営部長
2012年７月 当社常務取締役店舗運営部長兼総務部長兼

人事部長
2013年２月 当社常務取締役商品部長兼総務部長兼人事

部長
2013年８月 当社常務取締役商品部長兼人事部長
2015年２月 当社常務取締役人事部長
2015
2017

2018
2018

年
年

年
年

７
７

3
8

月
月

月
月

当社専務取締役開発部長兼人事部長
当社専務取締役商品部長兼開発部長兼人事部
長
当社専務取締役商品部長兼開発部長
当社専務取締役商品部長

2022年 8 月 当社専務取締役（現任）

261,322株

３ 田 上 秀
た が み ひ で き

樹
（1971年９月20日生）

2011年７月 当社入社
2012年７月 当社経営企画室長兼経理部長
2013年９月 当社取締役経営企画室長兼経理部長
2016年７月 当社常務取締役経営企画室長兼経理部長（現

任）

10,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４ 緒 方 秀
お が た ひ で あ き

明
（1970年９月10日生）

1996年６月 当社入社
2000年６月 当社柳丸店長
2001年10月 当社新名爪店長
2007年４月 当社菊陽店長
2011年10月 当社大野城店長
2012年６月 当社店舗運営部次長兼菊陽店長
2013年２月 当社店舗運営部長兼菊陽店長
2013
2017
2018

年
年
年

10
９
３

月
月
月

当社店舗運営部長
当社取締役店舗運営部長
当社取締役店舗運営部長兼人事部長（現任）

23,800株

５ 戸 田 勝
と だ か つ ひ さ

久
（1967年10月17日生）

2017年10月 当社入社 総務部次長
2018年８月 当社店舗開発部長兼総務部次長
2019年９月 当社取締役店舗開発部長兼総務部次長
2021年７月 当社取締役店舗開発部長兼総務部長（現任）

2,700株

６ 土 持 寿
つ ち も ち ひ さ お

翁
（1947年３月25日生）

1969年３月 土持産業株式会社入社
1989年３月 同社代表取締役社長
2004
2017

年
年
９
７
月
月
当社取締役（現任）
土持産業株式会社代表取締役会長（現任）

27,500株

７ 加
か
納
のう

昭
あきら

（1948年５月19日生）

1967年３月 南日本酪農協同株式会社入社
2000年３月 同社取締役営業本部長
2002
2017

年
年
５
５
月
月
同社代表取締役社長
同社代表取締役会長

2019年５月 同社退任
2020年９月 当社取締役（現任）

―

（注）1. 所有する当社の株式数は、2022年6月30日現在のものであります。
2. 取締役候補者土持寿翁氏が代表取締役会長を務める土持産業株式会社と当社には、商品仕入れの営業
取引および不動産賃借取引があります。当社商品仕入高に対する当該会社との商品仕入れ取引額の割
合は0.1％未満、また、当社売上高に対する当該会社との不動産賃借取引額の割合は0.1％未満となっ
ております。

3. その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
4. 取締役候補者土持寿翁及び加納昭の両氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、土持寿翁
及び加納昭の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

5．土持寿翁氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は、同氏が土持産業株式会社の代表
取締役を永年にわたり務められており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経
営事項の決定及び業務執行の監督等に適切な意見をいただいており、引き続き取締役会の意思決定に
際し、客観的な視点での適切な指導と監督により、経営体制の強化を期待し再任をお願いするもので
あります。
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なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって18年となります。
6．加納昭氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は、同氏が南日本酪農協同株式会社に
て代表取締役として経営に参画され、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営
事項の決定及び業務執行の監督等に適切な意見をいただいており、引き続き取締役会の意思決定に際
し、客観的な視点での適切な指導と監督により、経営体制の強化を期待し再任をお願いするものであ
ります。
なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって２年となります。

7．当社は、役員等賠償責任保険解約を保険会社と締結しており、各候補者は当該保険解約の被保険者と
なります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事業報告10ページをご参照ください。また、次回更
新時には同様の内容で更新を予定しております。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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●すき家

都城
合同庁舎●
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都城
松元郵便局●

株主総会会場ご案内図
● 会 場 ●
ホテル 中山荘

宮崎県都城市松元町３街区20号
電話 （0986） 23-3666

～ホテル中山荘 交通のご案内～
●宮崎空港より高速バスでお越しのお客様 ●JRでお越しのお客様 ●お車でお越しのお客様

（所要時間 宮崎空港より約55分）（所要時間 鹿児島中央駅より約１時間30分） ■鹿児島方面より
宮崎空港より高速バス３番都城行き乗車 西都城駅下車徒歩３分 東九州自動車道 末吉財部ICより15分
「西都城駅前バスセンター」バス停（終点） 九州新幹線をご利用のお客様は、鹿児島

中央駅で日豊本線にお乗り換え下さい。
■宮崎方面より

下車徒歩３分 宮崎自動車道 都城ICより15分
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